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研究成果の概要（和文）：本研究により、離島社会の存続要件として第一次産業と、その新展開を通じた地域文化の継
承の重要性が明らかになった。先島諸島では本土復帰後親世代は農漁業を継続したが、その停滞のため若者を中心とし
た余剰労働力が沖縄本島や日本本土に他出した。他方、離島ブームなどを背景に観光関連のサービス業がU・Iターン者
を吸収することで人口を下支えしてきた。近年は、農漁業を担ってきた親世代の高齢化が進み、若者の就業者が増加し
、6次産業化などの新展開を支える力となっている。これらの若者の流入には、単に就業機会だけでなく、先島地域の
自然と独特の文化も影響している。

研究成果の概要（英文）：By this research we can say that the farming and fishing industries are very 
important to sustain the Sakishima Islands. Since the return to Japan the parent generation supported 
their life by these industries and their children found their jobs in urban area of Okinawa main island 
or Japan. To the contrary, young people from urban area of Japan (I-turn) got their job in the service 
industries especially in tourism. Now the parents became much older and their children came back and 
began to succeed the farming and fishing industries. It means that these young people innovate these 
industries and succeed traditional culture of these islands.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
離島社会の存続は地域移動と深くかかわ

っている。産業社会の進展に伴う地域移動の

研究には多くの蓄積がある。かつての研究の

主流は農村から都市への移住（国際的な移動

も含む）であり、都市側のプル要因と農村側

のプッシュ要因が明らかにされてきた。同郷

団体の研究など移住が都市社会だけでなく母

村に与える影響の研究も行われている。その

後、過密・過疎が問題となるといわゆる人口

還流としてのＵターンに関心が集まるように

なり、プッシュ・プル要因とあわせて移動者

の意思に注目が集まるようになる（蘭など）。

さらに「ライフスタイル移民」など、都市に

はない生活を求めて山村・離島に移住する若

者たちの動向を研究することも行われている。

しかし近年では、限界集落に代表されるよう

に、生活が困難となる集落から高齢者が都市

への移住を余儀なくされる事例も発生してい

る。地域移動はその方向と要因を多様化させ

ながら日本社会における普遍的な事象となっ

ており、移動者の存在は排出側、受入れ側の

社会に大きな影響を及ぼしてる。 
このような社会状況や研究蓄積を前提に、

離島社会の存続要件について地域移動をもた

らす要因とのかかわりから把握することが重

要と考えた。 
<参考文献> 
蘭信三 1994 「都市移住者の人口還流‐帰

村と人口 U ターン」松本通晴・丸木恵祐編『都

市移住の社会学』世界思想社 165-198 
 
２．研究の目的 

本研究は、沖縄離島（石垣島、西表島、宮

古島、伊良部島）における地域移動を、流出

側、流入側の両者の要因から比較検討するこ

とで、持続可能な離島社会の成立条件を抽出

することを目的としている。研究の関心は、

地域移動を行う世代が若年層だけでなく、子

育て期や老年期など多様な世代にわたってい

ることにある。そのため、地域に求められる

生活基盤が多様化するとともに、地域の自然

環境、伝統的行事や祭礼、地域への愛着など

の文化的心理的条件が重要な意味を持ってき

た。本研究では、世代による移住を決定づけ

る要因を探ることにより、離島社会の持続要

件に新しい知見を付加することを目指した。 

研究のポイントは次の通りであった。第一

は、持続可能な離島社会のあり方を、流出し

ていく島の人びとの視点、島にあこがれて流

入するＩターン者の視点、島にＵターンして

くる出身者の視点をつきあわせて分析するこ

とである。 
第二は、都市移住者や I ターン者の親世代

の高齢化に伴って、新たな移住パターンが発

生しつつある現実を把握することである。 

第三は、離島社会の存続要因について、か

つてアイランドミニマムとして提示されたも

のがどう変化しているかを把握することであ

る。 
 
３．研究の方法 
 研究は、文献調査、人口移動や産業関連な

どの統計資料の収集・分析と自治体、産業、

教育、福祉、文化継承などにかかわる団体等

へのインタビュー調査を主要な手法として実

施した。 
研究代表者および連携研究者の専門性を活

かすために、民族服飾学などを専門とする橋

本は、地域の民俗的・文化的資源の意味を伝

統織物の継承という視点から検討した。 
高齢者福祉、介護福祉を専門とする時本は、

高齢者が地域で生活し続ける条件という視点

から地域の生活基盤を検討するとともに、家

族福祉や地域福祉をめぐる離島の存続条件を

検討した。 

スポーツ心理学が専門で教員免許も保有す

る村上は、高校生の進路状況を中心に若者の

地域移動をめぐる状況を把握した。 
そして研究代表者は、先島地域の産業特性、

社会特性に関する研究蓄積を基礎として、地

域移動と離島社会の相互関係を分析し、研究

の全体統括を行っている。 
 

４．研究成果 

 研究成果のポイントは次の通りである。 

 

(1)高校卒業後の進路を見ると、この地域では

9 割前後の生徒が就職・進学のために島を

離れていることが確認された。島内に進学

先はもちろん就職先が乏しいことが要因で

ある。と同時に、高校生だけでなく進路指

導を行う教師においても「一度は島を出て

外の世界を見てくる」という意識が強いこ

とも確認された。この一度はという意識は、

いずれは戻って来るという帰郷意識と連動

しているが、U ターンの条件が整わないこ

とが課題となってきた。そのなかで、近年

は農業系の高校卒業者などで卒業後の新規

就農や Uターン後の就農が始まっている。 



(2)高齢者福祉をめぐる状況では、病院や介護

施設の整備が十分と言えず、訪問系のサー

ビスも所在地に偏りがあり利用しにくい高

齢者が存在することが確認された。そのこ

とが、施設入所を必要とする要介護者の地

域移動を生み出している。一部では、他出

した子どもや親族の呼び寄せ、I ターン者

の帰郷という形での高齢期の本土への移動

も存在している。他方、福祉や介護の専門

職としてこの地域に魅力を感じる若者が I

ターンしている例も見出された。 

(3)地域の伝統文化という面では、先島諸島に

おいて織物文化を次世代に受け継ぐ試みが

さまざまに行われていることが明らかにな

った。しかし、若者や I ターン者などにと

っては技術習得の難しさに加えて経済的自

立が困難であるという問題がある。若者に

よる土産物開発など新たな商品づくりが始

まっており、継承のための販路の拡大と行

政等による支援が求められる。 

(4)大阪にある先島出身者の同郷団体への調

査からは、多くの出身者が故郷に土地や親

族を残しており、交流も行われている。地

元の伝統文化などへの愛着も強い。しかし、

高齢化しても生活の基盤を都市部に形成し

ているため帰郷が困難であるという状況が

確認された。 

 

 このことから、離島社会の存続要件として、

第一次産業の重要性とその新たな展開、それ

を通じた地域文化の継承が重要であるという

ことが明らかになった。今回の研究から先島

諸島の地域移動をめぐる社会状況を要約する

と次の通りである。 

本土復帰後親世代が農漁業を継続している

が、その停滞によって若者を中心とした余剰

労働力は沖縄本島や日本本土に他出した。他

方、近年増加した観光関連のサービス業が

U・Iターン者を吸収することで人口を下支え

してきた。そのなかで農漁業を担ってきた親

世代の高齢化が進み、若者の農業や漁業への

就業が増加してきた。彼らは、特産品開発、

直販店の経営、観光漁業や観光農業への参入

など 6次産業化を支える力となっている。伝

統的な漁法を継承する Iターン者もいる。こ

れらの若者の流入を支えているものとして、

この地域の自然と独特の文化があることに留

意する必要がある。 

 

2 年間の研究によって、世代による地域移

動をめぐる大まかな動向は把握できたが、そ

れぞれの移動者の意識や価値観など生活世界

にまで踏み込んだ研究は行われていない。 

今後は、住民へのインタビューやライフヒ

ストリー調査、高校生や他出者へのアンケー

トなどによって、人々の生活実態を明らかに

する予定である。 
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